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Scheduled deworming with Ivermectin for gastro圃 intestinalnematodes of 
Japanese black cattle reduced economicalloss caused by diarrhea and 
respiratory diseases and improved economical benefit in the 2 farms 
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Summary 

Contr叫 programto gastro-intestinal nematodiasis using Ivermectin (Ivomec Topical " : IVMT) were conducted in the 2 

Japanese Black Ca仕Ieraising farms. As the deworming progr・am，firstly， the IVMT treatments were performed in all cat-

tle of the farm. Then， after 3 month later， we conducted one IVMT treatment to the pregnant cows about 1 month before 

delivery， and treatments to calves after birth at the age of 1 and 6 months. After then we obtained the following results: 

1) Body weights of calves at birth from the cows with treatment were higher than the pretreatment calves. 2) The freque-

ny of diarrhea of calves up to two weeks old and the bloody feces caused by coccidiosis nearly 30days old were 

decreased. 3) The frequency of respiratory diseases of young cattle was also decreased during the period of 3 months 

after birth. Therefore， 4) The frequency of all diseases was decreased， and the spending for insurance claim concerning 

to the disposed cattle was decreased in the farms. Therefore， we could decrease and prevent the frequency of the gas-

trointestinal and respiratory diseases of young cattle by the enforcement of deworming program to cows and their 

calves. 

Keywords : Deworming program， Ivomec Topical R， Gastrointestinal diseases， Respiratory diseases， payment of insur-

ance claim. 
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j事 文

宮城県農業共済組合連合会では2002iドより黒毛和種

子牛生産j足場における StrongyloidesρaPillosusを対象と

した寄生虫駆除を実施しその効泉をあげたo HIJち、共済

事故低減化および市場出荷成績改善寺;の生産性向上が顕

著にみられた 11。その後、黒毛手11種牛の寄生虫感染とそ

の弊害について説明した結来、省主や??i産関係['JJ体のプ

ログラムに基づいた定期JI:19駆虫活動に関して理解が得ら
れ、主に消化器疾忠の予防対策実施が定着してきた。こ

の計画的駆虫活動の実施によって①駆虫された親牛から

生まれた子牛の体重が!g[~虫プログラム実施以前より大き

くなる傾向を示した。②コクシジウムや子牛の1'=1備に対

する治療薬の投薬を行わないのにもかかわらずそれらの

病気が減少した。これらの樹祭に基づき我々は、駆虫計

画を実施し、子11二の病傷事故の減少した農場の1)子午

における生時体主の傾向とぱらつきについて、 2)繁殖

HJ:l 1二の線虫汚染のi;li浄化と子11二の乳IiJ[ ~I~紘iliの清浄化に

よる、生後 2週齢までのT採fjの発生および、生後30Ef 

約.tJ， li争のコクシジウム rtl~とと忠われる IÍll使の発IU犬j兄、

3 )生後3ヵ月i扮前後からの11乎IJ及号制九也、 4) ~f，:Ht;~JH'i支

給付額の披移等を指標にして、この!~I~!設計HIfîの実施前後

における ~li- í'iÍi:低減化について検討した。

材料および方法

1)試験実施農場宮城県登米市および梨原市のAおよ

びBの諜毛和種繁殖牛飼養農場で消化管忠良虫!~ßili試験を

実施した。それらの試験期間はAJfJ:#Jjが、 200611'-7月か

ら2008:¥1'-6月まで、 B農場は200611:'.11月から2008年10

月までのそれぞ、れ2年1111とした。試験開始時A農場では

i司:1[二32IiJ[および子LI二21頭、同じく BJi!UJ)jはw斗二26IiHお
よび子牛15IiJ[がそれぞれ飼養されていた。これらのj足

場では生後4から 5ヵ月齢までHJ:Lj:と111]居させる育成管

理が行われていた。

2 )調査JJ[I~I 各農場の寄生虫による汚染の程度を知る

ため試験開始時に糞使を採材し消化管内寄生虫叫ん虫)

とコクシジウム汚染没i!!Aj調査を実施した。被検材料とし

" NOSAI宮城中?と家議診療センター
キ987-0511 宮城県大崎市古川学小野学}!I¥¥11126-1
2' NOSAI宮城家主谷診療研修ji)f
〒981-3602 宮城県黒川郡大衡村ー大衡字王子林39-3

3' J=!:t村家斎病院

〒116-0014 東京都荒川区東日暮虫2-11-日02
い(科3メリアル ジヤノfン

千 100-0014 東京者1;千代EEI区永日111日2-14-2
U 茨城大農学部動物保健衛生学教室

〒300-0393 茨城県稲敷郡阿見町中央与21-1

てはiID:腸内イ更を月]い、その虫卵数 (Eggnumbers per 

gram，以下EPG)値およびオーシスト数 (Oocystnum叩

bers per gram 以下OPG)1rtlを測定した。なお、ウイ

スコンシン変法で糞便検査を行い、それぞれの腸性頭数

を表 lに示した。なお、これらの糞便の検査は、エー・

エイチ・シー(干潟(群馬県)で行われた。子斗二の荊{毎日付文

低減の指標として、①母LI二の駆虫よる子LI二の生時体重の

:Jm移、②子牛における 2:ilM齢までの早発性の下痢と 30
EI 荷台前後からのコクシジウム 1I1来と思われる j、-~{:Û の発生

状況、③生後 2から 3ヵ月齢以降にみられるH手吸器疾忠、

および、岳子牛の病傷事故件数と病傷事故給付額について

も調ゴました。

3 )消化管線!1Ugl~虫計画 2006年8月から200811'-10 JJ 

まで、 AおよびB良場の黒毛布l荷lll~の !gß1~ プログラムが

実施された。!Jil~虫剤および投与方法としてはイベルメク

チンの塗布剤(アイボメックトピカルH;IVMT;メリ

アル・ジャパン社)を用い、投与者i討すとしては背<<~RW1Sの

き'1'から}話線m~にかけてf本市t lOkg あたり 1 ml (本剤は

1 mll:[:1イベルメクチンとして 5mg合有)を投与した O

，l~ß !.R計ffliIとしては、その試験問始時にHJ11二および子午会
頭にIVMTを一斉投与し、その 3ヵ月後から、sJ:LIニでは
分娩 1ヵ月前にけり!、子午では 1ヵ月齢11与および、 6ヵ

月齢11ずにそれぞれ 1WI投与した。なお、飼養環境や飼養

条件は全く変更しなかった。

結果

J~ßEÜ薬未投与11寺の排出虫卵数と俳llU:11二頭数の関係を表

lに示した。検出された消化管線虫卵はA農場のi正午で

は32IiJ'irl:t、ネマトジルス、 11ニ捻i/ii;I，'l'] El~および 1立fdii虫

でそれぞれ I、 2および 9Iif[ (EPG 1[[[はそれぞれ 4、

4、および4~36) であった。子牛では 21IiJ[II:t、午鞭

虫、乳頭糞線虫、 11二捻転iij虫および」般線虫がl場tJ:でそ
れぞれ 1、 5、 1およびl頭 (EPG値はそれぞれ4、

4 ~56、 8 および12) であった。 B農場においては、任

意の11母体についてほ牛 5頭、二子LI二511J[の計10顕につい
て糞f日!;f会査を行った。 i手LI二からは条以 1弘d~t 111J[とコクシ

ジウムのオーシスト防tl:2 IiJ[、子11二ではコクシジウムの
オーシスト1場tl:4 IiJ[のみで消化管線虫卵は検出されなか
った。また、子11二の生11主体重の推移を表2に示した。 A
}足場では①駆虫I清 3 ヵ月 I lIj 、ミむJYß虫後 111'- [lJjおよび③!Jj[~

虫211'.1~1 からの 1 年間で、比較した。オス子牛がそれぞれ

①32.0 :t 3.1kg、②33.9土 4.21沼および③33.9土 4.lkgと

駆虫後は増加傾向となった O メス子牛はそれぞれ①

29.0土 2.4kg、②28.0土 2.1kgおよび③29.5土 4.1kgと2

年1=1から増休館向となった。 B農場では①駆虫前の 7カ

月間、②駆虫後 1 年 [mおよび③，~ß虫 2 年日からの l 年間



高橋・ーイ床・高橋・中村.J:EEI'足立:黒毛利種牛へのイベルメクチン製剤投与による疾病発症低減化 125 

去し疫学調査における駆虫剤未投与II'，J'の排出虫卵(数)とおl:illl:"l二頭数

賜'11，ITIi数
および

"1二割史虫 乳頭3号線虫 ネマトジjレス Ll二捻11反 ~~)1 虫 一般~~j~ lÙ. 条土u コクシジウム
寄生虫卵 (アイメリア)

Jl!kf易 秘資対象斎

排出数

H1:LI二 i弘性頭数 1 2 9 2 8 

E(O)PG*' 4 4 4 -36 44 -92 4 36 

防空I:ITfi数 I 5 1 1 12 

(n = 32)ネ}

子"1二
Ai足場

(n = 21)ネ i E(O)PG*' 4 4 -56 8 12 4-

13:"1二 防tl:頭数 I 2 

E(O)PG*' 112 8 12 

陽性IT!'{数 4 

(n = 5)本]

子"1:
B 12kIJ)j 

(n = 5) * I E(OlPG*' 24 -420 

・* 1 調1U'H!~首11ま FJ 子各 63Yf[ (試験Jl~J劾 2ri， B J.技場は u 午および子T. を任必~1こ5JJJtずつl淵1i')
・*2 ウィスコンシン変itによる'(.l"I'!.l(Jj!-l抗11¥数のiJliJ定紡・ 1<.のを士1iI[は焚使1gあたりのii'i化ti:内総!1t(;ÍW~!Üおよび条虫)の!.lP)!-l数 EPG (Eggs 
per gram)航、およびコクシジウムのOPG(Oocysls per gram)怖を示した。また、絞を立の11'111、で検/1¥された場合(まmIn-maxでJJ'した。

， ìì'í{凶1' 1人H~R!.Uとしても朝日線以および Fド jll l!.lt は{必祭きれなかった。

・ は$11'1'史検1ì'で l湯 tl 頭数および~卯数が O であることをを示すc

表2. ml~!lÆプログラム実施 i直後における子午の生II!;，体主

I2i弘;f f.ifi;出lii
fiJIU ]f !fJJ IIfJ 

!~g!Ülìíî ネ I*:; ，WI~!l~後①*1*:: 級以後③ネ!ネ 2

A民j劾
オス 32，0土3，1(口語 7) 33.9士4.2(n = 14) 33.9土4，1(n = 17) 

メス 29，0玄 2.4(n = 6) 28，0土 2，1(n = 8) 29，5 :t 4，1 (n = 11) 

B 出場
オス 35.2:t 2，6 (n = 9) 35，9土4，2(n = 11) 35.0 :t 5.4 (n = 10) 

メス 29.2土 2.5(n = 5) 28，5 :t 2.2 (n = 12) 29.3土2.4(n = 11) 

. * 1 ; AJ}~JJ)j(ま lî，~1tJUJ 1: 1]が!!j!~!.ltJìíí は 2006'1' 4 JJから2006{ドGJJまで、 JW!.lt1をくお土2006'1'.7けから2007
fド6}jまで、および!!)E!.l{i去っとは2007;Io 7 }jから2008"ド6Hまでをぷすぐ

・*2 ; BJ1!kJ;誌は.¥1IB'fJUJI:1]が!W!.Itliij(土2006'1二4月から2006'!'10けまで、 !¥!i!.ltl&(Jは2006{lo11 Hから2007
fド10!Jまでおよび級以後必は2007"ドllJJから2008"IO 10}JまでをンFすハ

-数1ltil立J-'j".のH¥'l.1I与体京mean土 SDで示すο
・ n 数は.iI，~1tmJl:\jのH\外二頭数をがす c

で比較した O オス子"!二はそれぞれ①35.2土 2.6kg、②

35，9 :t 4.2kgおよび@35，0土 5.4kgと1年目1('切11傾向だ

ったが2年七iは減少傾向を示した。メス子"1二はそれぞれ
①29，2土 2.5kg、つむ28.5:t 2.2kgおよび⑤29，3士 2.4kgで

I 年目減少傾向だ、ったが2:fl~ 1=1は増加傾向に転じた。子

午における消イヒ15および1乎1)及号制おの共済事i'i文発生4犬iJ~ を

表3に示した。消化器病は①生後1411I'始まで、②15か

ら28日齢まで、 @29から42日齢までおよび④43日前以

降で、病傷事故件数を比較した。 AJ.足場ではJ&Ii.虫前 1年間

は、それぞれ①4、②5、③3および④3件の計15件

であったが、駆虫開始後 1年間ではそれぞれ①0、②2、

③ 1および④1件の計4件に減少し、また 2年目からの

1年間ではそれぞれ①1、②2、③1および④2件の計A

6 {él二であった。 Bl民i品ーでの消化器病の発生は)~g虫前 1 年

!日jで、それぞれ①6、②5、③6および④18件の計35

{é!二であった。 mß!1~後 1 :11'.1I，¥Jでそれぞれ向じく①1、③1、

岳4および④6件の司令12件と減少した。また、 2 年 I~l

からの 1年間ではそれぞれ①2、②2、③1および昏4

件で計9件とさらに減少した。 11呼l呼芋やi吸投器病は①3カj月'Ji齢治U以、

i前ì1詰~j と② 3 カ月;荷齢H討始i令HJ.以;グ;J，、f後麦で
でで、lはまE期駆1i.!1虫:吋古前前III烏の 1 :1年iド~r問!丹削i号l にそれぞぞ、れ告 I およびび、② O 子判件iド二の計計宇 1

1él二であったが、 )gl~虫開始後I:11~問ではそれぞれCDo およ

び②O件で計O件、駆.!U後211~ I~I からの 1 :fro 11¥]ではそれ
ぞれ①1および②O件で計会 1f!:であった。また、 Bf.長場
は駆虫liijの1:11三111)①l、②21el二の計3H二の発疲が認めら

れ、駆虫後 1:1Fll:llは、それぞれ①3、②7件の計10{el: 

の発症が、駆~後 2 11二日からの 1 年間で、はそれぞれ① 1

と④4件で計51el二の発症が認められた。駆虫前後におけ

る子牛の①消化器摘と呼吸器病を加えた病傷事故件数、

②平均診療IITI数および③支払共済金を比較し表4に示し
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表3.子牛における消化器および呼吸器病の共済事故発生状況

調査期間

駆虫前キ 1* 2 駆虫後①*1 駆虫後②*1*2
1f1t ~ドロ
Jr~巧初 疾病

?i守化器病

A農場

呼吸器病

?ì~化器病

B E2.場

11手i汲22病

子4二のB、月齢

14日j給まで

15 -28日齢まで

29 -42日齢まで

43 EI齢以上

3ヵ月齢以前

3ヵ月命令以降

言i・

14日荷主まで

15 -28日命令まで

29 -42 EI齢まで

43 EI齢以上

3ヵ月齢以前

3ヵ月齢以降

4

5

3

3

日一

1

0

1

一6
5

6

目
白
一

1

2

3

0

2

1

1

4

一0
0

0

一1
1

4

6

U

一3
7

叩

1
i

ヮ“

1
ょ
っ
μ

ρ

O

一1
i

ハυ
1

ょ一つ
μ

ヮ“

1
4
4
A
Q
d

一1
i
4
A
【

b

. * 1 ; A!足場は f{fl村正JtiJlliJが!l!~以前は 2005{ド7JJから2006{1'6 H まで、 ~ß!1(後①は 2006::1'7 Hから2007iド
6Hまで、および:'!j取虫後②は2007{f7月から2008iF6月までを示す。
. * 2 ; BJFk場は;\Í~ J'tl~l!li1が駅以前は2005 iド 11)1 から 2006"1ミ 10月まで、日E!l\後①は 2006"F- 11 月から 2007"1;

10月までおよび奴虫後②は2007"IOllHから2008{ド10月までを示す。

表4.子-q二における消化器および呼吸器病の診療IITI数および支払共済金の推移

j足場 J員耗項目
市I~ 1'1:坊 1m

駆虫前ネ 1* 2 駆虫後①ホ 1不 2 ~ß以後②吻 1 叫

事故件数 (件) 16 4 6 

AJ箆場 診療関数 (¥[11) 5.3 :t 4.6 3.8ニt1.3 8.0土3.3

支払共済金(円) 284，500 39，950 169，120 

事故1'¥二数 (件) 38 22 14 

B農:L1;] 診療回数 (lITI) 3.3 :t 3.0 2.9土1.6 3.5:t 1.5 

支払共済金(円) 411，420 177，300 181，480 

. * 1 ; AJ1~J)誌は iií，B'i' J境IllJが駆虫前は 2005>F7 PJから2006"1'6 )J まで、1I1~虫後①は 2006{F7 月から

2007"ド6月まで、およびME!1(1を②は2007>1'7月から2008iド6)Jまでを示す。
・*2 ; Bi足場は潟手長期lliJがIIg!U前は2005il'11月から2006"IO10 Hまで、!Js!U後①は2006"1' 11 )Jから
2007"1三10nまでおよび3足並l後②は2007ijo11 JJから2008"ド10JJまでを示す。

・})ì ~k件数は;i1~1tj羽!ii])J'lに発生した子午の消化終およびi呼吸総決蕊の病{領事故件数(件)を示すO

-診療i川数はmean土SDを示す。
-支払共済会は;v~11' IVJ IIlJ 1々 に ~i1j fj.PF放で支払われた診療'I~m (pJ)を示す。

た。 A農場で、は、駆虫前 1年間はそれぞれ①16件で②

5.3土4.6問、③284，500円であった。 15区民{後 1年間では

それぞれ①4件、②3.8土l.3@および③39，950円であっ

た O また、駆虫後 2年呂からの 1年 t}jjは① 7件、②

8.0:t 3.3@および③169，120円であった。またB農場で

は駆虫前 l年!需はそれぞれ命38fel:で②3.3:t 3.0図、③

411，420円であった。駆虫後 1年間はそれぞれ①22件、

②2.9 :t 1.6田および③177，300円であった。また、駆虫

後 2年目からの 1年間ではそれぞれ①14件、②3.5:t 

1.5閤および③181，480丹といずれも駆虫実施前に比較し

て減少傾向を示した。
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考 察

試験開始当初の寄生虫浸ilJl]調査においてA農場の母牛

においては公共牧野放牧牛に見られるような寄生虫卵相

が認められた。これは、 A農場においては妊娠母牛の半

数を自ら所有する自家牧草地に分娩前数ヵ月間放牧する

ためと推察された。 A農場の子牛から乳頭糞殺虫および

4二鞭虫卵が検出されたが、以前から①出生時体重が低く
栄養度が低い虚弱子牛が頻繁に認められ、②初診Jl奇から

既に死に瀕する下痢も多発した経緯があった。これは主

に乳頭糞iiji虫での経乳汁感染や11祖霊感染等の垂直感染の

経路の存在による弊害が大きいものと忠われたが、同11寺

に③子.11二の発育遅延も生産性における大きな問題として
かかえていた。特に、 11二鞭虫と乳頭糞線虫などの環境汚
染の形で、生残する寄生虫について、虫卵が母牛では観察

されず、子守二だけに認められたことから(表 1)、屋内

に挺された感染母牛から同居している子牛への感染のみ

ならず、子牛から子牛への水平感染の連鎖が生じ、さら

に感染が拡大することで、これらの寄生虫が畜舎内の環

境汚染源として長期間常在化していたことが推祭され

た。このことからA農;:l'Jをにおける駆虫前の子牛の消化器
疾患の大きな要国の一つであると考えられ、継続的な駆

虫対策の必要性が強く示唆された2)。一方、 B農場では、

A農場ほど寄生虫の汚染は重度で、はなかったが①駆虫前

の子牛の荊i拐事故{tl:数が多く問題視されていた。②任意
の個体しか調査できなかった。③農場の事情で、妊娠後半

になった素牛を年間 7から 8頭は入れ苓わりで公共牧野

に数ヵ月開放牧しており、野外から寄生虫卵を牛舎に持

ち帰る可能性があった。④駆虫剤の使用躍はあったが母

牛の駆虫は皆無であり、また子11二にも特定の個体に不定
期に単@投与といった状態であり投与方法および定期性

に十分な根拠がなかった。このような状況から浸潤調査

では消化管鵡虫卵は検出されなかったが調査から外れた

個体が寄生虫感染している可能性が推察された。仮に寄

生虫に汚染されている個体が存在すれば、またすぐ百感

染が起こり感染牛群になる恐れが考えられた。今聞は事

前の検査頭数が統計ー的にト分な数ではなく、また線虫種

の特定に至らなかったが、計画的駆虫の実施による消化

器病の減少結果から、寄生虫汚染牛群であった可能性が

示唆された3J。臨床現場では大掛かりな疫学調査を実施

して農場の消化管内寄生虫による汚染状況を正確に把握

することには限界がある。これまで糞便検査を実施して

きた農場においても消化器疾患の発生が多い割には虫卵

陽性頭数や消化管内寄生虫卵の検出数が低値であること

は珍しくない。しかし、 B農場のように実際に病傷事故

が多発している農場では虫卵陽性個体への対策だけでは

不ト分であり、少なくともその師養管理註域を共有して

いる個体は一つの牛群として駆虫対策を講じるべきであ

ると考えられる。また、 A農場においてはオス子牛では

母牛駆虫 I年自から、メス子牛では再駆虫 2年告から生

時体重が増加する傾向が認められた。もともと自家牧草

地由来の一般線虫などの寄生虫が母牛に濃厚に感染する

環境であったため妊娠母牛に対して何らかの弊容をもた

らしていたものが、分娩前!~ß虫で改善されたため胎児へ

の影響が軽減したことによるものと推察された。一方、

B 農場においては母牛駆虫後の生時体重にあまり変化は

認められなかった。これは、妊娠後半になった母牛を入

れ替わりで、公共牧野に数ヵ月開放牧したうえ分娩直前に

で牧してくる状況が続いていたからで母牛に対して大き

なストレスを与えており、娩/:/:'rされる直前の胎児にとっ

ては成長の妨げになっていたものと推察された。両農場

において子守二は、駆虫により母牛からの乳頭糞殺虫等の

垂直感染や経乳感染がなくなったため、生後 2J担齢まで
の消化器病(主に白痢)が減少したものと推察された 1)。

また、同時期によく見られる母牛の低栄養性乳汁由来の

-f痢も減少した。同時に、試験122場で散発していた子午

の生後初日齢からの下痢も減少した。この時期の下痢

はコクシジウムや乳頭糞線虫に起因する例がほとんどで

あり、線虫が駆除されたことによる夜接的な影響に加え

て、線虫側に偏っていた免疫機能の負担が軽減されたた

め原虫への免疫による抵抗性が強化された間接的な作用

が働いたのかもしれない。これは堀井らによる報告5) と

一致する結果である。消化器病の減少に加え、今回の試

験において、 H乎吸器病も改善される傾向があった。 B農

場では、 2006年暮れより呼吸器病が集団発生した。こ

の原因は①九州からの導入した繁殖素午が呼吸器病に擁

忠しておりそれが伝染した。②2006年からB農場は一

部の母牛を粗飼料の不足を理由に放牧場へ頚託し、そこ

から帰ってきた母牛が病原体を持ち込んだ。③牛舎内の

通気環境が悪く飼養管理指導訪問時も再三にわたり注意

を促した経緯があった。これらの複数の要国を考慮する

と導入牛が疾病に対し感受性の高い偶体でそれが中心と

なって呼吸器疾患が蔓延しやすい状況であったものと推

察される。こうした状況下でB農場への巡@指導の中で

呼吸器および消化器疾患対策の 5種混合ワクチン投与を

推奨した。イベルメクチン製剤の投与によって母今や子

牛の免疫機能が直接に賦活化されたとの報告はまだ少な

いが6，7)、実際にB農場における呼吸器病の発生頭数は

減少しており(表4)、 E1iasらのヒトにおける駆虫によ

りBCGのワクチネーション後のTcellの反応が向上する

という報告は、今回の試験においてもそのようなワクチ

ンに対する増強作用が起こっていた可能性を示唆するも
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のと思われるヘまた、子守二のi呼吸器疾忠は、ウイルス

や細菌の農場への持ち込みがなく、生後 2ヵ月齢ぐらい

まで、は時:午からの受動免疫が正常に移行していれば発症

が抑えられると思われる 9)。寄生虫によるlIEI編床的な感

染がある場合、，1~ß!.Uによる i手午自体の体調の改善効果は

十分に期待され 10)、2次的に初乳成分いや子牛への弊害

も改善されるのではないかと考えられた。また、今lmの

検査では検出できない寄生虫であるが、 SetariaJ，誌の糸

状!1tの感染はA農場地区内の111羊朗護法場における脳脊

髄糸状虫症が発生したことからも容易に予測される。 LI二
においては腹控内にミクロフィラリアが寄生し大きな病

はない山とされていたが、 Tungらによって指状糸状

虫のみならずマーシャル糸状虫による午の脳脊髄セタリ

ア症が報告・されている山。本州においてはその媒介昆1t

の蚊についても荻原らによる報告山があり、 '7~r城県に

おいても広範に没i関しているものと推察される。しかし、

イベルメクチンが糸状虫抜の発症に対して著しい予防効

果があることは、自坂らの報告1-1)などにより示唆され

ている O 宮城県内においても糸状虫感染により何らかの

影響が懸念されるところだが、その感染があったと仮定

しでも本試験におけるイベルメクチン製剤(IVMT)の

駆虫プログラムにより駆虫され寄生による影響はなかっ

たものと考えられる。黒毛利強繁殖農場における子牛の

下痢は、宮城県内の共済力11入家古における内JljLドの消化

器疾}J.~全体の 3 1.9% (2009年度)をliめ、その損害額
は大きく111業共済組合および‘農家にとっては深刻な問題
である。ここ数年、 jヨ:午に対する予防接種等を実施し損

害防止に努めているものの、それは決定的な対策とは言

えない。地域ごとに駆虫効果の説明を行い実施区域の拡

大は認められているが、①投与lm数が不十分であったり、

②統ーされた投与方法で、行われていない場合が多く、③

手11牛改良組合などの組織で統一した取り組みがなされて

いないため改善は各農場単位に留まっているi易合も見ら

れる O 今回の~g!1t試験においては駆虫による生時体重の

有意な増加は確認できなかったが、子LI二の呼吸器病なら

びに下痢については駆虫後に発生件数の減少が認められ

た。これらの結来から病傷および死廃事故を低減させ生

産性の向上を図ることにより損耗を最小隈に抑えること

は重要で、あると考えられ、本試験における消化管線虫の

言i頃i的駆虫プログラムはその一助として有mな方法であ
ると思われたO
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要約

黒毛手11種繁殖牛飼養}足場2戸において、イベルメクチ

ン製剤(アイボメックトピカ lレ"; IVMT) を用いた羽

化管内総虫症駆虫による損耗低減プログラムを計闘し

たO 先ず、.1:1二群全顕にIV羽TO.5mg/kgを一斉投与して

から 3ヵ丹後に投与A した。母午には分娩 1ヵ月前に 1問、

育成子牛には生後1ヵ月と 6ヵ月齢の 2回投与した。駆

虫プログラム実施後に子守二においては、 1)生H行本主の

増加傾向、 2)生後 2週齢までの下痢、生後初日前後

からのコクシジウムによる血使の発生の減少が認められ

た。また、 3)生後3ヵ月前授からの呼吸器疾患の発症

も減少した。これに伴い4)牛'1f1'全体の病傷事故発生数

の減少と、それにともなう支払共済金も減少した。 即ち、

i手牛および子今に対する計画的イベルメクチン製剤投与

駆虫の実施によって子:'1二における下痢および呼吸器疾患
の発生を抑ililJさせることができた。

キーワード:!~ß虫プログラム、アイボメックトピカル z\

消化器疾患、呼吸器疾患、支払共済金
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